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第１ 概要 

 

１ 募集情報等提供事業の概要 

(1) 募集情報等提供の意義 

職業安定法（以下「法」という。）において、「募集情報等提供」とは、「労働者の募

集を行う者若しくは募集受託者の依頼を受け、当該募集に関する情報を労働者となろう

とする者に提供すること又は労働者となろうとする者の依頼を受け、当該者に関する情

報を労働者の募集を行う者若しくは募集受託者に提供すること」と定義されている。（法

４条第６項） 

 

(2) 「事業」として行うこと 

「事業」として行うこととは、一定の目的をもって同種の行為を反復継続的に遂行す

ることをいい、１回限りの行為であったとしても反復継続の意思を持って行えば事業性

があるが、形式的に繰り返し行われたとしても、すべて受動的、偶発的行為が継続した

結果であって反復継続の意思を持って行われていなければ、事業性は認められない。 

具体的には、一定の目的と計画に基づいて行われるか否かによって判断され、営利を

目的とする場合に限らず、また、他の事業と兼業して行われるか否かを問わないもので

ある。 

しかしながら、この判断も一般的な社会通念に則して個別のケースごとに行われるも

のであり、営利を目的とするか否か、事業として独立性があるか否かが反復継続の意思

の判定にとって重要な要素となる。 

 

２ 職業紹介事業に係る適正な許可の取得 

次のイからハまでのいずれかに該当する行為を事業として行う場合は、職業紹介事業の

許可等が必要である。また、宣伝広告の内容、求人者又は求職者との間の契約内容等から

判断して、求人者に求職者を、若しくは求職者に求人者をあっせんする行為を事業として

行うものであり、募集情報等提供事業はその一部として行われているものである場合には、

全体として職業紹介事業に該当するものであり、当該事業を行うためには、職業紹介事業

の許可等が必要である（職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、

募集情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受けようとする者等が均

等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集

内容の的確な表示、労働者の募集を行う者等の責務、労働者供給事業者の責務等に関して

適切に対処するための指針（平成 11 年労働省告示第 141 号。以下「指針」という。）第５

の５（２））。 

 イ 提供される求職者に関する情報若しくは求人に関する情報の内容又は提供相手につ

いて、あらかじめ明示的に設定された客観的な条件に基づくことなく当該者の判断によ

り選別又は加工を行うこと。 

 ロ 当該者から、求職者に対する求人に関する情報に係る連絡又は求人者に対する求職者
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に関する情報に係る連絡を行うこと。 

 ハ 求職者と求人者との間の意思疎通を当該者を介して中継する場合に、当該意思疎通の

内容に加工を行うこと。 

（※今後、職業紹介と募集情報等提供の区別の例示について追記予定） 

  


